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沖縄中南部都市圏PT調査
計画課題に関する現況分析

2025年６月

沖縄県土木建築部 都市計画・モノレール課

PT調査から得られた
一般的な分析マーク

今回特有の分析マーク
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沖縄本島中南部都市圏
PT調査概要
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都市計画区域を主体とした
中南部都市圏（17市町村）

・都市圏内に居住する人を対象に
ある１日（10～11月頃）の移動を調査

・郵送やWebによるアンケート形式で行い
対象世帯のうち５歳以上の人全員が対象
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沖縄本島中南部都市圏 パーソントリップ調査
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webのみ webのみ
22千世帯 45千人 4,600人 1,600人

沖縄本島中南部都市圏 パーソントリップ調査
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◎

◎ は委員長
沖縄県 土木建築部長

沖縄県 企画部長
沖縄県 文化観光スポーツ部長

内閣府　沖縄総合事務局 運輸部長
沖縄県 警察本部　交通部長

内閣府　沖縄総合事務局 開発建設部長
国土交通省　国土技術政策総合研究所 都市研究部　都市施設研究室長
国土交通省　道路局 企画課　道路経済調査室長
国土交通省　都市局 街路交通施設課　街路交通施設企画室長
国土交通省　都市局 都市計画課　都市計画調査室長
国土交通省　総合政策局 交通政策課　企画室長
内閣府　沖縄振興局 参事官（振興第一担当）
沖縄都市モノレール(株) 代表取締役社長
(一社)沖 縄 県 バ ス 協 会 会長
(一財)沖縄観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰ 会長
沖縄県商工会議所連合会 会長
社会福祉法人　浦添市社会福祉協議会 仲程　いづみ
ＲＢＣiラジオパーソナリティー 比嘉 俊次
まちづくりファシリテーター 石垣　綾音
琉球大学工学部　教授 神谷　大介
東京大学大学院工学系研究科　教授 福田　大輔
琉球大学　名誉教授 池田　孝之

委員会（２３名）
埼玉大学　名誉教授 久保田　尚
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２つのMP（まちづくり・都市交通）を繋ぐ立案プロセス
区域MP担当者連絡会議の合同実施

「都市計画区域MPの改定」
→中南部都市圏における都市づくりの方向性

「都市交通MPの改定」
→上記と連動し、都市圏内の人の移動の円滑化

新たな関係者・取組への対応
関係機関等との綿密な連携プロセス

・国・県等の計画との連動
→バスタプロジェクト、GW2050、沖縄交通リ・デザイン、

(仮称)次世代交通ビジョンおきなわなど
・市町村の予定している施策
→新たな公共交通システム、他デマンドタクシー・コミュバスなど

・バス事業者、タクシー事業者等
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

新たな課題への対応
・他分野へのヒアリング

→健康、教育、福祉など

実効性の高いMP

都市MPとの連動

本島中南部都市圏は
３つの都市計画区域ならびに17 の市町村から構成され

個々の市町村の課題・特性・ビジョン等に差異。

共通課題と将来像の共有

Ｒ７年度の進め方（案）
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※MP：マスタープランの略
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都市圏の移動の現状
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6
※個人票から拡大した集計値

7.6万減（-2.9％）
↓

258

122万人(R2) ←11万増 (+9.9%)

実態調査時人口
(国勢調査ベース)

トリップ数

人口は増えたがトリップ数は減少

過去3回の調査では、人口・トリップ数は共に増加してきたが、今回調査では前回に比べ、
人口は約11万人（約9.9%）増加しているのに対し、トリップ数は約7.6万（約2.9％）減少した。
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ネット原単位
外出した人の1度の外出でのトリップ数

外出率
ある日のうちに1回でも移動(外出)した人の割合

※個人票から拡大した集計値

7※個人票から拡大した集計値 ※個人票から拡大した集計値

減少
↓
79

減少
↓

2.8

77 2.8

性別比較 性別比較

男性 女性
男性の方が外出率が高い

82 2.7

男性 女性
女性の方がトリップ数が多い

※個人票から拡大した集計値

外出率と平均トリップ数の減少

都市圏全体の外出率は79％であり、過去と比較して減少している。
ネット原単位（外出した人の1日平均トリップ数）は2.8となり、過去と比較して減少している。
性別で比較すると、女性の外出率は低い一方、外出時のトリップ数が多い。
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減少 横這い

8
※個人票から拡大した集計値

※個人票から拡大した集計値

人口減
↓

トリップ減

人口増
↓

トリップ増

トリップ数

※出典：第3,4回 H18,R5住基人口

減少 増加
年齢層別人口 外出率

ネット原単位

※個人票から拡大した集計値

減少 増加

5～ 15～ 25～ 35～ 45～ 55～ 65～ 75～

減少 増加

世代によるトリップ特性の違い

34歳以下 ：トリップ減 → 人口減が主因であるが、外出率・ネット原単位も減少している。
35～44歳：トリップ減 → 人口微増だが、外出率・ネット原単位の減少が卓越している。
45歳以上 ：トリップ増 → 人口増が主因であるが、65歳以上ではネット原単位も増加している。

5~   15~25~    35~   45~    55~   65~  75~   85~
5~   15~25~   35~ 45~  55~   65~  75~  85~

5~   15~25~   35~ 45~  55~   65~  75~  85~
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代表交通手段分担率
※個人票から拡大した集計値
※不明は除く

【前回比較】
第4回－第3回

交通手段分担率の変化

自家用車の分担率は72.5％と、前回調査の67.4％から増加し、自家用車への依存が更に進展した。
「公共交通（バス+モノレール）」の分担率は4.5％で 、前回調査の4.4％から大きな変化はなかった。
一方で、モノレールの分担率は1.6％に増加し、バスの分担率は2.9%に減少した。
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3%

2%

1%

1%

2%

2%

4%

5%

2%

1%

3%

3%

3%

31%

15%

8%

13%

16%

70%

10%

60%

76%

54%

56%

3%

3%

4%

4%

4%

6%

9%

4%

4%

4%

6%

4%

8%

47%

14%

5%

18%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

通勤

通学

私事

業務

帰宅

不明

モノレール バス タクシー系
自動車（同乗） 自動車（自分で運転） 自動車（運転有無不明）
二輪車 徒歩 その他

通勤や通学で比較的公共交通の利用が多い傾向にあるが、全体的に自動車の分担率が高い。
通学は徒歩と自動車の分担率が同程度。
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【目的別交通手段分担率】

目的別の交通手段分担率

自動車送迎など マイカー通学など
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自動車・二輪車・徒歩は、30分以内の移動がほ
ぼ占めている一方、バス・モノレールは、30分以上
の移動も半数程度見られ、公共交通利用には時
間がかかることが伺える。
10分未満の短距離トリップにも自動車が30%近く
利用されており、過度な自家用車依存の傾向が
伺える。
自動車の平均トリップ時間は前回より1.5分増加。

【モノレール・バス・タクシー系】

【自動車・二輪車・徒歩】

交通手段別のトリップ時間分布

30分以内

30分以上

10分以内
自動車
↓

【比較参照】P45 交通手段別トリップ長
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57% 18% 19% 6%都市圏計
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市町村毎トリップの割合

居住地別の内々トリップ割合は市町村ごとに異なり、那覇市・うるま市・沖縄市は内々トリップの割合が
高く、トリップが居住している市町村内で完結しており、拠点性が比較的高いと考えられる。
都市圏全体では、市町村内々トリップが半数以上を占めている。
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72%
67%

58%
57%

56%
53%

48%
47%
46%
45%

45%
44%
44%

43%
40%

36%
32%

12%
14%

19%
18%

19%
20%

22%
23%

22%
24%

23%
23%
23%

24%
26%

27%
29%

12%
15%

19%
19%
19%

21%
23%
24%

23%
24%

24%
24%
24%
25%

26%
27%
29%

3%
4%
5%

6%
6%
6%

7%
7%

9%
7%

8%
9%
9%
8%
8%

11%
10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

那覇市
うるま市

沖縄市
読谷村
糸満市
浦添市

宜野湾市
北谷町

南風原町
豊見城市

南城市
八重瀬町
嘉手納町

西原町
与那原町
北中城村

中城村

内々 外内 内外 外々

居住地別内々トリップ割合

都市圏計

※都市圏内の発着を対象（久高島・津堅島を除く）
※Cゾーン以下不明は除く
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沖縄本島中南部都市圏の
課題に関する分析
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1.都市構造上の主たる課題
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那覇市~沖縄市にかけて西海岸の既存の市街地で人口が減少している一方で、豊見城市やうるま市、
糸満市・八重瀬町の北部で人口増加がみられる。
住宅開発が行われた地域（天久・豊崎・与那原・南上原など）では局所的に人口が増加している。

⇒ 都市部の居住地の不足や、地価や家賃の高騰を受け、郊外化が進んでいると考えられる。

2005年から2020年までの間の人口増減

1-1. 高密度な都市構造
都市部の人口減少と郊外化の進展

-500 – -250 （人）
-250－0 （人）
0－500 （人）
500－1,000 （人）
1,000－1,500 （人）
1,500 （人以上）

-1,000 – -500 （人）

基幹バス停留所
モノレール路線

マリンタウン東浜地区
（マリンタウンプロジェクト）

那覇新都心
（区画整理事業）

南上原
（区画整理事業）

宜保
（区画整理事業、市役所移転）

豊崎
（埋め立て地）

宇地泊
（区画整理業）

※出典：国勢調査

人口増加

人口減少

屋宜原
（区画整理事業）
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那覇市を中心に西海岸沿いの地域でトリップが集中している。
第3回調査時点と比較すると、開発（旭橋駅前・おもろまち駅前など）や、区画整理が行われた地域
（与那原・宇地泊・南上原）、八重瀬町や南城市、読谷村など郊外部のトリップ数が増加している。

1-1. 高密度な都市構造
トリップは依然西海岸に集中、拠点性は薄れ目的地は分散

単位面積当たりの全目的トリップ集中量

※都市圏内発着のトリップを対象
※津堅島、久高島を除く
※不明を除く

-5,000 – -2,500（トリップ/㎢ ）
-2,500 – 0 （トリップ/㎢ ）
0 – 3,000 （トリップ/㎢ ）
3,000 – 6,000（トリップ/㎢ ）

– -5,000 （トリップ/㎢ ）

6,000 –（トリップ/㎢ ）

5,000 – 10,000（トリップ/㎢）
10,000 – 15,000 （トリップ/㎢）
15,000 – 20,000 （トリップ/㎢）
20,000 – （トリップ/㎢）

0 – 5,000 （トリップ/㎢）

米軍基地
米軍基地

単位面積当たりの全目的トリップ集中量の差分（第3回との比較）

トリップの集中が
みられる地域

旭橋駅前

南上原

与那原

那覇新都心

豊崎

沖縄IT
津梁パーク

読谷村

八重瀬町、南城市
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那覇市と沖縄市は複数の市町村を圏域として持つ広域的な圏域を形成している一方、那覇市と沖縄
市以外の市町村は、自市町村若しくは隣接する1つの市町村程度までが行動範囲となっている。
通勤のほうがやや行動圏域が広く、私事の移動は隣接市町村程度の範囲に留まる。

1-2. 分断された都市構造
那覇市、沖縄市を中心とした2つの行動圏域

通勤圏域 私事圏域

※市町村ごとの圏域を、「ある市町村から発生するトリップのうち、10％以上のトリップが対象の市町村へ向かう場合、トリップの出発地となった市町村を対象の市町村の圏域」として定めた。



公表
資料

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

140%

160%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H18 R5 トリップ増加率
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那覇市内への自動車通勤は、那覇市、浦添市、西原町などモノレールを利用できる地域では減少し、
与那原町や八重瀬町など公共交通網の十分でない島尻方面からは増加している。

⇒ 郊外の居住者が増えることで自動車依存に拍車がかかり、道路が混雑する一因となっている。

1-3. 急拡大する都市圏
郊外化の進展とさらなる自動車依存

※都市圏内発着のトリップを対象として、津堅島、久高島を除く
※出発時刻不明、到着時刻不明を除く
※移動目的が通勤（帰社含む）のうち、現住所と出発地が一致するものを対象

100%
通
勤
ト
リ
ッ
プ
数

(

ト
リ
ッ
プ
／
日)

市町村別那覇着の通勤トリップ数（自動車） 市町村別那覇着の通勤トリップ数増減率（自動車）

-14% -15% -13%

+45%
+35％
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前回調査と通勤時間の分布を比較すると、30分以上のトリップ割合が増加している。
八重瀬町・南城市・与那原町など、通勤時間の長い市町村で那覇市への通勤トリップが増加している。

⇒ 郊外部からの自動車通勤の増加(前項)による道路混雑も影響している可能性がある。

1-3. 急拡大する都市圏
郊外居住の増加で通勤時間が増加

10%

8%

30%

26%

22%

22%

20%

21%

9%

11%

3%

5%

5%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第3回(H18)

第4回(R5)

10分未満 20分未満 30分未満 40分未満
50分未満 60分未満 60分以上

30分以上

37％

44％

第3回調査と第4回調査の通勤時間の構成比の比較 市町村別の那覇着通勤トリップの平均所要時間

23 
29 

34 31 

45 
39 

44 
37 

46 

0%

25%

50%

75%

100%

125%

150%

0

10

20

30

40

50

60

平均所要時間（R5） 人口増加率 トリップ増加率

※人口増加率は国勢調査のH17時点とR2時点を基に算出
※都市圏内発着のトリップを対象として、津堅島、久高島を除く
※出発時刻不明、到着時刻不明を除く
※移動目的が通勤（帰社含む）のうち、現住所と出発地が一致するものを対象

平
均
所
要
時
間

(

分)

100%
７％増加

増加率(％)人口とトリップ増加

人口
↓ 那覇へのトリップ

↓



公表
資料

4.9%
0.4%

1.3%

0.2%

0.0%

0.3%

0.0%

0.0%

0.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.9%

1.1%

0.3%

0.4%

0.1%

5.0%

3.1%

2.7%

1.0%

2.3%

2.7%

1.3%

1.8%

2.1%

3.2%

2.0%

2.3%

2.4%

1.6%

2.7%

2.0%

2.2%

55.6%

74.2%

72.3%

78.5%

79.3%

74.3%

85.8%

82.9%

82.2%

76.0%

81.5%

86.7%

81.6%

79.0%

73.4%

77.4%

82.9%

9.0%

5.0%

6.6%

6.8%

2.9%

7.5%

2.0%

4.1%

2.8%

4.0%

3.1%

1.7%

3.1%

5.3%

6.3%

5.6%

2.9%

24.4%

16.9%

16.6%

13.1%

15.1%

14.5%

10.6%

10.9%

12.6%

16.2%

12.5%

9.0%

11.9%

12.7%

17.0%

14.3%

11.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

那覇市

宜野湾市

浦添市

糸満市

沖縄市

豊見城市

うるま市

南城市

読谷村

嘉手納町

北谷町

北中城村

中城村

西原町

与那原町

南風原町

八重瀬町

モノレール バス タクシー系 自動車 二輪車 徒歩 その他 21

モノレールや基幹バスの沿線市町村は、他地域に比べ公共交通の分担率が高い。
特に、那覇市着の公共交通分担率は約10%と非常に高く、モノレールがバスに近接。

⇒ 利便性の高い公共交通が整備されれば一定の利用が期待できる。

1-3. 急拡大する都市圏
郊外部における公共交通NWの不足 ～那覇市の公共交通の充実～

※不明を除く

到着地別交通分担率
モノレールとバスが同程度
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12%

4%

9%

11%

1%

0%

40%

69%

15%

14%

24%

1%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

那覇市内発

那覇市外発

モノレール バス タクシー系 自動車
二輪車 徒歩 その他

22

那覇市内々通勤トリップの公共交通利用率は2割を超え、自動車の利用率は４割を切る。
一方、那覇市外からの通勤トリップの7割は自動車が占める。

⇒ 那覇市の交通渋滞は那覇市内だけの問題ではない。
那覇市外からの自動車流入対策を含め、利便性の高い基幹的な公共交通システムが求められる。

1-3. 急拡大する都市圏
那覇市の内々通勤トリップ、公共交通は2割を超え、自動車は4割弱

※那覇着の通勤トリップの割合が通勤トリップ全体の20%程度の市町村（那覇市、宜野湾市、浦添市、
糸満市、豊見城市、南城市、西原町、与那原町、南風原町、八重瀬町）を那覇市の通勤圏内市町村とみなした

※都市圏内発着のトリップを対象
※津堅島、久高島を除く
※不明を除く

那覇通勤圏内市町村の那覇着通勤トリップの交通分担率

21%

15%

他都市の交通分担率

※出典：令和3年度都市交通特性調査

36%

17%

11%

8%

14%

3%

4%

5%

3%

7%

6%

33%

39%

32%

23%

6%

11%

12%

10%

10%

1%

0%

2%

5%

1%

15%

4%

10%

15%

14%

34%

30%

23%

25%

30%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東京２３区

札幌市

仙台市

広島市

福岡市

鉄道 バス 自動車（運転） 自動車（同乗） 自動二輪車 自転車 徒歩・その他

21%

21%

11％

16％

39％
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2.社会構造上の主たる課題

23
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24

53.9%

18.3%

生産年齢人口 60.9%

※R5（2023年）は住基人口、R27（2045年）は人口問題研究所（令和5年推計）より作成

14.0%年少人口 16.3%

13.8%前期高齢者 11.9%

年齢階層別人口

後期高齢者
(高齢ドライバー) 10.8%

32.1%22.7%

2-1. 超高齢社会の到来
急激な超高齢社会の進展

沖縄県は、現在全国に比べ高齢化の進展が遅いが、今後急速に超高齢社会の進展が進み、高齢
ドライバー（75歳以上）の増加や交通弱者の急増が課題となる。
PT調査年のR5（2023年）とマスタープラン計画年のR27（2045年）の高齢者の割合を比較す
ると約10pt増加し、人口の約3分の1が高齢者となる。
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25

R27の高齢者人口は、那覇市が9万人以上、沖縄市、うるま市で4万人以上、郊外部の市町村で
は5000～1万人前後となっている。
那覇市、浦添市、沖縄市、うるま市では1万人以上の高齢者人口の増加が想定され、郊外部の市
町村では2000~3000人の高齢者人口の増加が想定される。

市町村別高齢者増加量（R27-R5）R27市町村別高齢者人口

2-1. 超高齢社会の到来
都市圏全体の高齢化 ～後期高齢者が前期高齢者を上回る～

※R5（2023年）は住基人口、R27（2045年）は人口問題研究所（令和5年推計）より作成※R27（2045年）は人口問題研究所（令和5年推計）より作成

後期高齢者の方が多くなる

市町村
前期

（65~74歳）
後期

（75歳~）
全体 高齢化率

那覇市 42 55 96 34%
宜野湾市 14 17 30 30%
浦添市 15 20 36 32%
糸満市 8 11 19 32%
沖縄市 20 27 47 33%
豊見城市 9 11 20 30%
うるま市 18 24 41 32%
南城市 6 9 15 33%
読谷村 6 8 14 34%
嘉手納町 2 2 4 32%
北谷町 4 5 8 31%
北中城村 3 4 6 35%
中城村 3 4 7 28%
西原町 4 6 11 34%
与那原町 3 3 6 29%
南風原町 5 6 11 27%
八重瀬町 4 6 11 31%

R27市町村別高齢者数（千人）

市町村
前期

（65~74歳）
後期

（75歳~）
全体

那覇市 27 163 189 24%
宜野湾市 27 62 89 41%
浦添市 25 88 113 46%
糸満市 -1 45 44 31%
沖縄市 37 119 156 50%
豊見城市 14 53 67 50%
うるま市 22 96 119 41%
南城市 -3 33 30 25%
読谷村 7 32 40 41%
嘉手納町 -1 8 7 20%
北谷町 4 18 22 36%
北中城村 6 17 22 53%
中城村 7 20 27 59%
西原町 -2 27 25 30%
与那原町 4 15 19 44%
南風原町 4 28 32 39%
八重瀬町 2 31 33 44%

高齢者増減量（R27-R5）（百人）

高齢者の
伸び率
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※世帯票から拡大した集計値
※不明は除く

34％
85歳74％

75歳（後期高齢者）

運転したくない
26％

98％
65歳

自動車の運転意向
（何歳まで運転したいか）

免許保有者に対する自動車の運転意向からは、
多数の方が可能な限り運転を続けたいと考えて
いる状況が伺える。
一方、 75歳（後期高齢者）以降、運転したく
ないと考えている方も26%いる。

男女別年齢階層別徒歩許容時間の構成比

2-1. 超高齢社会の到来
20歳を超えると10分以上は歩かない

20歳未満を除くと、各世代で10分以上歩かないという人が半数を占めている。
後期高齢者になると、徒歩の許容時間0分の割合が急増し、その割合は男性よりも女性の方が高い。

66％

運転したい
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高齢者の代表交通手段分担率は、那覇市を除き自動車が8割を超えている。
高齢者の私事活動範囲は、平均で男性が3.8km、女性が3.3kmで、徒歩では1.5km未満と狭い。
前期高齢者に比べ後期高齢者では、自動車分担率が低下し、公共交通や徒歩分担率が増加した。

※65歳以上を対象
※個人票から拡大した集計値

高齢者の代表交通手段分担率

2-1. 超高齢社会の到来
高齢者も自動車に大きく依存

8割超え

高齢者の私事活動範囲

5.3

4.0
3.4 3.2

2.6

1.4

3.8

5.1

3.5

2.7
2.2 2.3

1.2

3.3

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

高齢者_私事目的男女別手段別平均トリップ長

男性_平均トリップ長
女性_平均トリップ長

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

高齢者_私事目的男女別トリップ長分布（手段計）

男性_手段計
女性_手段計
男性_距離帯構成比
女性_距離帯構成比

ト
リ
ッ
プ
数

構
成
比
（
％
）

平
均
ト
リ
ッ
プ
長
（km

）

【性別 距離帯別トリップ数】 【性別 手段別平均トリップ長】

前期高齢者と後期高齢者の代表交通手段分担率

※距離不明は除く、高齢者は65歳以上

※個人票から拡大した集計値

前期高齢者
(65～74歳)

後期高齢者
(75歳～)

タクシー1.6%増、自動車6％減、徒歩6％増

４km以内

←短い距離トリップが多い
バスより車の方が短い
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免許の保有と非保有での外出率は、全年齢で9pt、高齢者で33ptと高齢者で大きな差が見られた。
同じく、自由に使える車の有無でも、全年齢で18pt、高齢者で32ptと高齢者で大きな差が見られた。

⇒ クルマを自由に使える環境の有無が、個人の行動に大きな影響を与えていることを示唆。
免許保有別外出率 自由に使える車別外出率

・回答項目
1.持っていない
2.持っていたが返納した
3.今後取得予定
4.原動機付き自動車
5.自動車・自動二輪

※保有は回答項目4.5、
非保有は回答項目1.2.3をまとめた集計値

2-1. 超高齢社会の到来
車を自由に使える環境が、外出機会に大きな影響

9pt

※個人票から拡大した集計値

33pt

18pt

32pt

※個人票から拡大した集計値
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市町村別R27免許返納＆非保有者数

29

那覇市
7.1万人

中南部都市圏では
令和27時点で

約25万人が
運転しない（できない）

豊見城市
1.3万人

宜野湾市
1.9万人

糸満市
1.1万人

南城市
0.9万人

沖縄市
2.9万人 うるま市

2.5万人

読谷村
0.8万人

嘉手納町
0.3万人

北谷町
0.5万人 北中城村

0.4万人

中城村
0.5万人

浦添市
2.4万人

八重瀬町
0.7万人

西原町
0.7万人
与那原町
0.4万人

南風原町
0.7万人

20年後、中南部都市圏全体で約25万人(免許返納予定者：約19万人＋免許非保有者：約6
万人)が、自分で自動車を運転しない(できない)状況になると想定される。
那覇市と郊外部（八重瀬町）を比較すると、郊外部の方が未返納の割合が高く、郊外部では公共
交通利便性も影響し、運転したくなくても実際には車を手放せない可能性が伺える。

⇒ 免許返納後の移動手段の確保は喫緊の課題。

那
覇
市

八
重
瀬
町

現在

将来

年代別R27免許返納予定者の割合

現在

将来

算出方法：年代別R27免許返納割合×R27将来推計人口=R27車が使えなくなる人の割合

2-1. 超高齢社会の到来
20年後、都市圏の5人に1人が免許非保有

免許未返納の割合が高い
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22%
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30%

32%

34%

36%

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

交通事故数等の内訳推移

16～24歳 高齢者 レンタカー 中学生以下

人身事故総件数
に占める割合

16
～
24
歳
、
高
齢
者
の
割
合

中
学
生
以
下
、
レ
ン
タ
カ
ー
の
割
合

人身事故総件数
に占める割合

0

20

40

60

80

100

120

140

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

交通事故数等の推移

全国死者数 沖縄人身事故数 沖縄死者数

平成26年=100
とした場合の伸び

30

沖縄県交通事故件数は減少傾向にあるが、県内死者数はコロナ禍後に急増。
交通事故発生割合は、高齢者が増加しており、レンタカー事故もコロナ禍後に再度増加。
交通事故の発生箇所は、都市圏の交通量の多い幹線道路で多い傾向。

⇒ 自動車以外の移動手段の充実や、安心安全な交通環境の整備・構築等が課題。

出典：交通事故オープンデータ（警察庁）より作成

特に都市部の南北軸上の
幹線道路で交通事故が多い

出典：令和５年版交通白書（沖縄県警）より作成

沖縄は近年死者数が急増
↓

交通事故（人身事故）件数と死者数の推移

沖縄県交通事故件数の割合推移
高齢者事故割合の増加

↓

↑
レンタカー事故割合も再度増加

中南部都市圏内の交通事故（人身事故）発生箇所（R4,R5)

2-1. 超高齢社会の到来
増加傾向にある高齢者やレンタカーの交通事故割合
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世帯年収別外出率は、世帯年収の増加に合
わせて外出率も増加傾向。外出の少ない高
齢者世帯の影響が考えられる。
世帯年収別のネット原単位（外出時の平均
トリップ数）は、年収による差は見られなかった。
世帯年収別世帯構成は、世帯年収が低いほ
ど高齢者世帯の割合が高く、世帯年収が高い
ほど子育て世帯や夫婦のみの割合が高い。

31

世帯年収別外出率
（ある日のうちに1回でも移動(外出)した人の割合）

世帯年収別ネット原単位（1度の外出でのトリップ数）

世帯年収別世帯構成

※世帯票より作成
※世帯構成定義
子育て世帯 ：5歳未満を含む世帯人員が2以上かつ18歳未満がいる世帯
単身世帯 ：5歳未満を含む世帯人員が1かつ年齢が65歳以下の世帯
夫婦のみの世帯：5歳未満を含む世帯人員が2かつ世帯主との続柄が1と2かつどちらかが65歳未満の世帯
高齢者世帯 ：世帯人員の年齢が65歳以上のみで構成されている世帯

2-2. 貧困問題
年収が低いほど外出率は下がる ～年収の低い高齢者世帯～
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県庁所在地消費者物価指数において、那覇市は全国2位と物価が高い。
ガソリン価格の変化を比較すると、沖縄県は2016年以降は全国平均よりガソリン価格が高い。
消費者物価指数やガソリン価格が高いことが、家計収入の少ない沖縄県民の大きな負担になっている。

県庁所在地消費者物価指数(上位10位抜粋) 全国と沖縄県のガソリン価格の変化

※経済産業省資源エネルギー庁給油所小売価格調査より作成※2020年基準消費者物価指数より作成

2-2. 貧困問題
物価が高く、ガソリン価格も高い沖縄
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全国に比べると沖縄の消費支出額は約3.7万円低い。世帯消費支出内訳を比較すると、食料、住
居、光熱・水道等に加えて自動車等維持費が高く、教育関連・保険医療が低くなっている。
約半数の世帯の年収が300万円を下回る沖縄県において、世帯支出に占める自動車の維持費は、
世帯年収が150万の場合は14％、300万で7.5％と非常に高い割合を占める。

世帯年収別自動車維持費が家計を占める割合世帯消費支出内訳

※2019年全国家計構造調査より作成

2-2. 貧困問題
自動車維持費の家計負担は大きく、世帯年収の低さが拍車をかける

沖縄県世帯年収分布
※自動車維持費の割合は、世帯年収における可処分所得に占める割合

※令和4年就業構造基本調査より作成

約半数が世帯年収
300万未満

高い
自動車
維持費

削り難い
費用負担が
家計の半分

を占める

全国より
3.7万円少ない
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自動車保有率は、都心部より郊外部の方が高く、世帯年収の低い方がその差が大きい。
自動車の交通手段分担率も、都心部より郊外部の方が高く、世帯年収の低い方がその差が大きい。

⇒ 公共交通整備が十分でない郊外部ほど、生活のために自動車を保有せざるを得ない実態が見える。

2-2. 貧困問題
郊外では世帯年収に関わらず自動車は必需品

世帯年収別居住エリア別の自動車保有率

※都心部：那覇市、浦添市
郊外部：その他市町村

低所得層で
特に大きな差

郊外部 郊外部
150万以下

※都心部：那覇市、浦添市
郊外部：その他市町村

世帯年収別居住エリア別の代表交通手段分担率

低所得層で
特に大きな差

郊外部 郊外部
150万以下

21%

5%
25% 17%
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モノレールやバスは、年収が低い層の利用率が低く、年収が高い層の利用率が高い傾向。
タクシーは、他の交通手段に比べて年収が低い人の利用割合が高い。

⇒ タクシー利用者の半数以上が高齢者であり、車やバスを使えない方が利用していると考えられる。

※手段合計には不明、その他を含む
※年収は不明、答えたくないを除いた合計に対する構成比

2-2. 貧困問題
公共交通は比較的年収の高い層、タクシーは高齢者が利用

※手段合計には不明、その他を含む

交通手段別の世帯年収別構成比 交通手段別の年代別構成比

モノレール

バス

タクシー系

モノレール

バス

タクシー系

世帯年収300万円未満

60才以上
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送迎先別送迎頻度

※付帯票よりサンプル集計

年齢階層別 自動車分担率
(送迎含む) ※個人票から拡大した集計値

※不明は除く

送迎

送迎先別送迎理由

保育園
幼稚園

小学校

中学校

高校

自動車分担率を年齢階層別にみると、
25歳以下についても自動車分担率が４割を超えている。
子供を送迎している世帯のうち、平日に子供を送迎してい
る方の割合は、保育所・幼稚園で約8割、小学校～高校
で約6割程度と非常に高く、保護者の負担も大きい。
送迎理由は、遠い・通勤のついでに加え、中学生までは防
犯・安全上の不安、高校では定時性などが見られる。

⇒ 小中学生：学区があり（多くは徒歩自転車の圏内であ
り）通学路や見守りなどの環境整備・構築が必要。

⇒ 高校生：授業開始や終了時刻に合う路線バス等公共交
通網や自転車走行空間の整備が必要。

2-3. 送迎交通
送迎世帯のうち、半数以上が毎日送迎

■１身体上の都合
■２防犯や交通安全上の不安
■３都合のいい公共交通機関がない
■４目的地が遠い
■５時間に間に合わせるため
■６荷物が多い
■７天候上の理由
■８金銭的な理由
■９出勤のついで
■10時間に余裕があるため
■11その他

不安
↓

遠い
↓

出勤ついで
↓

時間
↓
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都市圏関連の目的別送迎あり自動車トリップ数
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5%
6%

11%

13%

11%

7%7%

9%

12%

5%

2%
0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

03
時

04
時

05
時

06
時

07
時

08
時

09
時

10
時

11
時

12
時

13
時

14
時

15
時

16
時

17
時

18
時

19
時

20
時

21
時

22
時

23
時

24
時

都市圏関連の送迎有無別自動車トリップ数と送迎率

送迎あり 送迎なし 送迎率

トリップ数 送迎率 トリップ数

37※送迎ありとは、各トリップの一つ前トリップで送迎トリップがあるもの、都市圏全域関連トリップで目的別送迎ありトリップの着時刻別トリップ数（時刻不明は除く）

都市圏 着時間帯別
送迎後の目的別自動車トリップ数

都市圏全体の自動車トリップ数に占める送迎交通の割合は、朝ピーク時で約14％に及ぶ。
送迎後の移動目的は、朝ピーク時では通勤（通勤ついでの送迎）が約53％と最も多い。

⇒ 送迎交通低減に資する交通環境の構築・TDM(交通需要マネジメント)施策等が必要。

送迎率は朝ピーク時で約14％

都市圏 着時間帯別
送迎有無別自動車トリップ数と送迎率

2-3. 送迎交通
通勤時間帯で送迎交通14%、半数以上占める「通勤ついで」

通勤, 53%

帰宅, 29%

私事, 17%

８時着送迎トリップの目的構成比

通勤 通学 帰宅 私事 業務 その他

(約11％）

(約12％）

(約74％）

( ）内は各目的に占める送迎の割合

8時台 送迎後の目的構成比

送迎目的のみ
約3割

通勤ついでの送迎
半数以上
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都市圏の市町村間で束ねた全手段の移動流動量は、都市圏南北軸（豊見城～那覇～宜野湾～
沖縄～うるま）で10万トリップ以上（市町村内々トリップを除く）の大きな需要の軸が存在。
そのうち自動車の移動流動量が多くを占めている。

市町村間で束ねた移動流動量（全目的、全手段）

3-1. 交通渋滞の慢性化
交通需要が集中する南北軸

市町村間で束ねた移動流動量（全目的、自動車）

※市町村間のトリップを市町村間のネットワークに集約して表示
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市町村間で束ねた移動流動量（全目的、バス）

3-1. 交通渋滞の慢性化
自動車に比べて小さいバス需要 ～多くの地域間で10分の1以下～

モノレール利用の移動流動量は、那覇市を中心とした周辺市町村との利用に特化。
バス利用の移動流動量は、豊見城～那覇～浦添～宜野湾間で5千トリップ程度となっており、モノレー
ル利用を上回る区間があるものの、郊外部での流動量は少ない。

市町村間で束ねた移動流動量（全目的、モノレール利用）

※市町村間のトリップを市町村間のネットワークに集約して表示
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朝８時台には約13.5％が集中
朝８時台の集中トリップ数はやや減少したが、
ピーク率は約14.2％に増加

朝８時台の通勤割合約52％
朝８時台の通勤は増加し、
その割合も約60％へ大きく増加

前回（H18） 今回（R05）
時間帯別那覇市集中トリップ数（目的別）の変化

日中の業務は減少

(トリップ数) (トリップ数)

3-1. 交通渋滞の慢性化
6割を占める那覇市への朝の通勤交通

前回調査と比べると、那覇市着の時間帯別全トリップ数は、朝ピーク８時台でややトリップ数は減少し
たが、ピーク率は13.5％から14.2％に増加。
通勤トリップは朝８時台で増加し、８時台に占める通勤トリップの割合は約52％から約60％へ増加。
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那覇市着の時間帯手段別トリップ数は、朝ピーク時にモノレール利用が増加し、バスと自動車は横ばい。
全体的に日中のトリップ数は少ない傾向にあり、公共交通利用トリップ数においても、朝夕ピーク時に集
中しており日中の利用は少ない。

⇒ 時差通勤などのTDM(交通需要マネジメント)施策によるピーク時の混雑緩和が求められる

時間帯別那覇市集中トリップ数（手段別）の変化

(トリップ数) (トリップ数)
前回（H18） 今回（R05）

3-1. 交通渋滞の慢性化
モノレール利用の通勤トリップが増加


